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本日御議論いただきたいこと

 電力分野においては、これまでの累次の改革を通じ、小売への新規の参入は着実に増加。
足元では、小売電気事業者数662事業者、全販売電力量に占める新電力の割合は
2020年3月時点で約16.1％に到達。

 こうした中、電気事業全体の健全な発展を目指す観点から、多発する災害への対応、制
度改正に伴う需要家への適切な情報提供、サイバー対策など、新規参入者も含め、小
売事業者全体で取り組むべき課題が出現。

 本日は、足元の環境変化を踏まえた課題について御議論いただきたい。また、事業環境
の変化や、参入事業者数の増加も踏まえ、今後とも事業全体としての発展を目指す観
点から留意すべき点があれば、併せて御意見を頂きたい。
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新電力の供給量（2019年度）
 新電力のうち、10億kWh/年以上の供給量の社数は30社（小売電気事業者の

5％）
 他方、1,000万kWh/年未満の供給量の事業者数は339社（小売電気事業者の

53％）

5（出所）電力調査統計

［社数］

（参考）東京電力エナジーパートナー 1,594億kWh/年
沖縄電力 31億kWh/年

［供給量］

（注）年間販売電力量が 0KWhの136社及び
2020年4月時点発受電月報が未提出の10社を含む

（注）

新電力全体の供給量 1,291億kWh/年
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１．非常災害時の停電における協力対応について
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（１）緊急時の発電用燃料調達
有事に民間企業による発電用燃料の調達が困難な場合、電気事
業法に基づく経産大臣の要請の下、JOGMECによる調達を可能に。

（２）燃料等の安定供給の確保
① LNGについて、海外の積替基地・貯蔵基地を、JOGMECの
出資・債務保証業務の対象に追加。

② 金属鉱物の海外における採掘・製錬事業に必要な資金につ
いて、JOGMECの出資・債務保証業務の対象範囲を拡大。

（１）題名の改正
再エネの利用を総合的に推進する観点から、題名を「再生可能エ
ネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法」に改正。

（２）市場連動型の導入支援
固定価格買取（FIT制度）に加え、新たに、市場価格に一定の
プレミアムを上乗せして交付する制度(FIP制度)を創設。

（３）再エネポテンシャルを活かす系統整備
再エネの導入拡大に必要な地域間連系線等の送電網の増強費
用の一部を、賦課金方式で全国で支える制度を創設。

（４）再エネ発電設備の適切な廃棄
事業用太陽光発電事業者に、廃棄費用の外部積立を原則義務
化。

（５）その他事項
系統が有効活用されない状況を是正するため、認定後、一定期
間内に運転開始しない場合、当該認定を失効。

（１）災害時の連携強化
① 送配電事業者に、災害時連携計画の策定を義務化。
② 送配電事業者が仮復旧等に係る費用を予め積み立て、被災した送配電事業者に対して交付
する相互扶助制度を創設。

③ 送配電事業者に、復旧時における自治体等への戸別の通電状況等の情報提供を義務化。
また、平時においても、電気の使用状況等のデータを有効活用する制度を整備。

④ 有事に経産大臣がJOGMECに対して、発電用燃料の調達を要請できる規定を追加。
（２）送配電網の強靱化
① 電力広域機関に、将来を見据えた広域系統整備計画(プッシュ型系統整備)策定業務を追加。
② 送配電事業者に、既存設備の計画的な更新を義務化。
③ 経産大臣が送配電事業者の投資計画等を踏まえて収入上限（レベニューキャップ）を定期的
に承認し、その枠内でコスト効率化を促す託送料金制度を創設。

（３）災害に強い分散型電力システム
① 地域において分散小型の電源等を含む配電網を運営しつつ、緊急時には独立したネットワークと
して運用可能となるよう、配電事業を法律上位置付け。

② 山間部等において電力の安定供給・効率性が向上する場合、配電網の独立運用を可能に。

③ 分散型電源等を束ねて電気の供給を行う事業(アグリゲーター)を法律上位置付け。
④ 家庭用蓄電池等の分散型電源等を更に活用するため、計量法の規制を合理化。
⑤ 太陽光、風力などの小出力発電設備を報告徴収の対象に追加するとともに、（独）製品評価
技術基盤機構（NITE）による立入検査を可能に。（※併せてNITE法の改正を行う）

（４）その他事項
電力広域機関の業務に再エネ特措法に基づく賦課金の管理・交付業務等を追加するとともに、その
交付の円滑化のための借入れ等を可能に。

２．再エネ特措法（電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法）

３．JOGMEC法（独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構法）

１．電気事業法

自然災害の頻発
（災害の激甚化、被災範囲の広域化）

 台風（昨年の15号・19号、一昨年の21号・24号）
 一昨年の北海道胆振東部地震 など

地政学的リスクの変化
（地政学的リスクの顕在化、需給構造の変化）

 中東情勢の変化
 新興国の影響力の拡大 など

再エネの主力電源化
（最大限の導入と国民負担抑制の両立）

 再エネ等分散電源の拡大
 地域間連系線等の整備 など

災害時の迅速な復旧や送配電網への円滑な投資、再エネの導入拡大等のための措置を通じて、強靱かつ持続可能な電気の供給体制を確保することが必要。

背景と目的

改正のポイント

【第33条の２】

【第28条の40第2項】

【第34条、第37条の3～
第37条の12】
【第33条の3】

【第28条の47】
【第26条の3】

【第17条の2、第18条】

【第２条第１項第11号の２、
第27条の12の2～第27条の12の13 】

【第20条の2】

【第２条第１項第15号の２、第27条の30～第27条の32】
【第103条の2】

【第106条第7項、
第107条第14項】

【第28条の40第１項第8号の2、第8号の3、第2項、第28条の52、第99条の8】

【第2条の2～
第2条の7 】

【第28条～
第30条の2】

【第15条の6～第15条の16】

【第14条】

【第11条第2項第3号】

【第11条第1項第1号、第3号】

【題名】

【第11条第1項第1号、第3号】

強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律【エネルギー供給強靱化法】概要
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非常災害時における小売電気事業者に期待される協力について
 電気事業者等は、非常災害時の停電対応において、電気の安定供給を担う全ての
電気事業者が協調して復旧活動等に従事する相互協調義務（電気事業法第２８
条）に基づき、相互に協調する旨が期待されているところ。

 一般送配電事業者１０社が協同で作成した災害時連携計画においては、災害対応
時における発電事業者や新電力を含む小売電気事業者とも連携して、地方自治体が
行う物資支給活動（ポータブル発電機、電動車等の貸し出しなど）に協力する旨が
明記された。

 小売電気事業者においても、災害時連携計画の記載と整合性を取る形で、 「電力の
小売営業に関する指針」において同様の内容を記載することにより、地方自治体が行
う物資支給活動（ポータブル発電機、電動車等の貸し出しなど）に協力するといった、
非常災害時の停電対応における協調の在り方を明確にしてはどうか。

 また、災害は常に「想定外」の事態が起こり得る中で、対応に終わりはなく、常に改善を
継続する必要があるため、今後も、電気事業者間における協力の在り方については、必
要に応じて見直すこととしてはどうか。
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（参考）相互協調義務と災害時連携計画

 強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法
律（抄）

第７節 広域的運営
第１款 電気事業者等の相互の協調
第２８条 電気事業者及び発電用の自家用電気工作物を設置する者（電気事業者に該当
するものを除く。）は、電源開発の実施、電気の供給、電気工作物の運用等の遂行に当たり、
広域的運営による電気の安定供給の確保その他の電気事業の総合的かつ合理的な発達に資
するように、相互に協調しなければならない。

 災害時連携計画（抄）
（関係機関との連携）
第８条 非常災害時は、電力以外のインフラ設備のほか、建物や河川、道路等も被害を受けるた
め、地方自治体や自衛隊、通信事業者等と連携して復旧していくことが重要であり、一般送配電
事業者は、非常災害時および平時から関係機関との連携を行う。
（５）電気事業者との連携
非常災害対応は、被災供給区域の電気事業者と協調して実施することが必要なため、一般送配
電事業者は、停電復旧が長期化するエリアの地方自治体から強い要請があり、必要と判断できる
場合は、必要に応じてグループ内外の電気事業者（新電力等を含む）と連携して、停電復旧の
長期化に関して当該地方自治体が行う物資支給活動（ポータブル発電機、電動車等の貸し出
しなど）に協力する。



２．適切な情報提供の在り方

14



適切な情報提供の在り方について（課題）
 自由化により小売競争が進展する中、消費者が自らのニーズに合ったサービスを適切に
選択するためには、消費者に対して適切な情報提供がなされる必要がある。

 このため、「電力の小売営業に関する指針」において、消費者の保護・選択促進の観点
から、消費者に対する情報提供についてのルールが整備されている。

 他方、消費者の保護・選択促進の観点ではないものの、審議会報告書等で請求書等
での情報提供が望ましいとされ、電力会社が提供してきた情報（例えばFIT賦課金）
については、指針中に記載がなく、その取扱いについて検討を行う必要がある。

＜資料＞第４回電力基本政策小委員会（2016年2月） 資料４「小売全面自由化後の適切な情報提供の在り方について」を基に作成

１．提供されない場合、消費者が不利益を被る可能性がある
◇電気料金請求根拠（使用電力量等）

２．提供された場合、多様な選択を促進する可能性がある
◇電源構成
◇ＣＯ２排出係数

３．上記のどちらにも該当しない
◇再生可能エネルギー発電促進賦課金
◇使用済燃料再処理等既発電費相当額

＜消費者保護の観点からの情報提供の分類＞

「電力の小売営業に関する指針」
においてルール整備

「電力の小売営業に関する指針」
に記載なし
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審議会報告書等で情報提供が推奨されているもの

記載文書 記載内容

再生可能エネルギー
発電促進賦課金

報告書

「平成21年 総合資源エネルギー調査会電
気事業分科会料金制度小委員会
第２次報告」

「太陽光発電の新たな買取制度」について、その費用負担
水準も含めた関心が高まっていること等 も踏まえれば、個々
の需要家が自ら負担する新エネルギー関係費用全体の水準
についても把握 することが 可能と なるよう、一般電気事業
者は、適切な手段を用いることにより情報提供することが
望ましい。」

託送料金相当額 適正な電力取引についての指針 ア 公正かつ有効な競争の観点から望ましい行為
「小売電気事業者は、需要家への請求書、領収書等に託
送供給料金相当支払金額を明記することが望ましい。」

使用済燃料再処理等
既発電費相当額

報告書

「平成16年 総合資源エネルギー調査会電
気事業分科会中間報告より」

「なお、本制度では、あくまでも託送の仕組みを利用するもの
であり、送配電費用とは性質が異なるものであることを踏まえ、
需要家から見た場合に、その点が混同しないよう措置するこ
とが必要であり、具体的には、請求書等に、既発電分の金
額を明記するなどの方法をとることが適当である。」

賠償負担金※１

および廃炉円滑化負担金※2

※１ １Ｆ事故前に確保すべきであった賠償の
備えの不足分

※２ 廃炉時に一括して発生する廃炉費用

報告書

「平成29年 電力システム改革貫徹のため
の政策小委員会 中間とりまとめ」

「個々の需要家が自らの負担を明確に認識できるよう、指針
等を通じ、小売電気事業者に対し、需要家の負担の内容
を料金明細票等に明記することを求めていくべきである。」

 現在、下記の料金項目については、「電力の小売営業に関する指針」には記載がなく、
報告書等において、請求書等での情報提供が推奨されている。
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今後の請求書等の記載に関する考え方
 請求書等での情報提供が望ましい記載事項については、消費者の保護・選択促進の
観点に加え、自由化により小売競争が進展する中においても、需要家が負担する料
金の透明性を確保する観点から、以下の考え方に基づき、「電力の小売営業に関する
指針」において明確にしてはどうか。

考え方 対象となる費用の例 対応

１.公正競争
公正競争の観点から、消費
者に明示することが望ましいと
されているもの

◇託送料金相当額 「適正な電力取引についての指針」に
おいて記載済み

２.公益性

本来発電部門等の費用とし
て回収されるべき費用であって、
公益性の観点から、託送料
金又は賦課金により回収する
ため、消費者に明示することが
望ましいもの

◇再エネ特措法に基づく
賦課金

◇使用済燃料再処理等
既発電費相当額

◇賠償負担金および
廃炉円滑化負担金

実効性を確保する観点から、「電力の
小売営業に関する指針」において、この
考え方に基づき、「需要家の請求書等
に負担金額を記載すること」を望ましい
行為として規定してはどうか。

※なお、各社において、新たな費用項目を
請求書等に表記するに当たっては、その
準備に時間等を要する可能性があるこ
とから一定の配慮が必要。
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３．小売電気事業者のサイバーセキュリティ対策
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小売電気事業者のサイバーセキュリティ対策の必要性について

 多様化・巧妙化するサイバー攻撃の脅威は日々高まっており、重要インフラたる電力分野においても、
電力系統へのサイバー攻撃が発生した場合、電気の安定供給に重大な支障をきたすことが想定さ
れるため、サイバーセキュリティ向上に向けた不断の取組が求められる。

 新規参入者である新電力を含めた小売電気事業者についても、サイバー攻撃を受けた結果、需
要・調達計画が改ざんされる等により、電力の安定供給に影響が生じる可能性も考えられる。した
がって、電力分野におけるサイバーセキュリティ対策は、小売電気事業者も主体的に取り組んでいく
ことが重要。

 こうした背景を踏まえ、小売電気事業者にもサイバーセキュリティ対策の必要性を広く認識してもらう
ため、「小売電気事業者向けサイバーセキュリティ対策セミナー」を８月１９日に開催する予定。
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（参考）小売電気事業者向けサイバーセキュリティ対策セミナーの概要

 日時：令和２年８月１９日（水）
 場所：オンライン開催
 対象：小売電気事業者
 参加費：無料
 内容（予定）：
①昨年度電力SWGで実施したアンケート調査に係る解説
②小売電気事業者に想定されるサイバー攻撃の脅威について
③有識者からサイバー対策の必要性等に関する講義
・情報セキュリティ10大脅威とその対策
（独立行政法人情報処理推進機構）
・小売電気事業者をとりまくサイバーセキュリティ状況
（一般社団法人JPCERTコーディネーションセンター）
・サイバーセキュリティ対策強化に求められる能力と、その調達方法
（門林雄基奈良先端科学技術大学大学院先端科学技術研究科教授） 等


